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科研費改革が求められる背景・構造 
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 大学の経営環境 
 …安定的な収入の減少（特に地方） 
 

 個人の研究環境 
 …カネ・スペース・時間の不足 

 →科研費が「命綱」に 

科研費へのニーズの著増 
※応募件数 年率3.9％増加 

科研費改革 
量の充実 

質の向上 

採択率30％達成＋充足率確保 

①審査システムの見直し 
②研究種目・枠組みの見直し 
③柔軟かつ適正な研究費使用の促進 

日本の学術研究への現代的要請 
挑戦性、総合性、融合性、国際性 

→ 分野・国境等のカベを超えた知の融合によるブレークスルーの創出 
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等 

負の影響 

環境の劣化 

 第４期計画 第５期計画 
   （実績）   （目標） 
   23兆円   26兆円 
 論文生産性の向上 

→ 

研究資金の需要拡大 
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度 
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Ｈ31年
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Ｈ32年

度 

応募件数計 77,979 83,548 79,433 80,394 78,679 89,568 94,440 91,773 96,372 96,565 89,097 91,737 88,808 93,888 96,528 99,475 103,355 107,386 111,574 115,925 120,446

平均採択率 21.4% 20.8% 22.4% 21.1% 22.2% 21.3% 21.3% 22.1% 20.3% 22.6% 22.2% 28.5% 28.3% 27.3% 26.9% 26.5% 25.5% 24.6% 23.6% 22.8% 21.9%
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目標とのギャップは8ポイント 
＝約9,800件（※） 

２４年度から２７年度（３年間）の平均伸び率 ３．９％ 

応募件数・採択率の推移 

※ ２８年度以降の採択率は、採択件数が、２７年度と同数と仮定して試算。 
   また、応募件数の推計値に対して、採択率３０％で採択した場合の採択 
   件数と、採択率の推計値で採択した場合の採択件数との差を試算。 

第５期科学技術基本計画
における目標 
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（△15.5%） 
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基盤研究（Ｃ） 

若手研究（Ｂ） 

基盤研究（Ｃ）、若手研究（Ｂ）の 
初年度平均配分額の変化 

年度 

配分額（千円） 

基盤研究種目の配分状況の変化（過去５年間） 

【１課題あたりの平均配分額変化】 

 多様性を支える少額研究種目である「基盤研究（Ｃ）」、「若手研究（Ｂ）」
の１課題あたりの配分額（初年度）は、研究遂行に支障が出る状況まで低
下。 

【基盤研究種目の充足率の変化】 

 科研費に対する需要が高まり続ける中、採択件数の増を図る一方
で、基盤研究種目の充足率の低下傾向が著しい（過去５年間で約１０
ポイント程度の減）。 

【参考】 
日本再興戦略2016 ～第４次産業革命に向けて～ 
（平成28年6月2日 閣議決定） 
 

Ⅲ．イノベーション・ベンチャー創出力の強化、チャレンジ精神にあふれる   
 人材の創出等 
 １．イノベーション・ベンチャー創出力の強化 
    （前略） 
      さらに、科学研究費助成事業について、若手研究者の人材育成を強  
  強化し、新たな学問領域の創成等を促進するため、若手研究者の独立 
  支援（採択率・充足率の向上）や新審査方式の導入、研究種目の再構 
  築について検討し、本年夏頃を目途に取りまとめ、公表する。 

【参考】 
第５期科学技術基本計画（平成28年1月22日閣議決定） 
  
第４章 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 
 （２）知の基盤の強化 
     （前略）  
    具体的には、科学研究費助成事業（以下「科研費」という。）につい 
   て、審査システムの見直し、研究種目・枠組みの見直し、柔軟かつ適 
   正な研究費使用の促進を行う。（中略）このような改革を進め、新規採 
   択率３０％の目標を目指しつつ、科研費の充実強化を図る。 
   （後略） 

 平均充足率 Ｈ２３：約７９％⇒Ｈ２７：約６９％ 
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若手研究（Ａ） 

若手研究（Ｂ） 

基盤研究（Ａ・Ｂ・Ｃ）、若手研究（Ａ・Ｂ） 
の初年度充足率の変化 

充足率
（％） 

年度 

※直接経費 
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現行（平成27年度） 

「挑戦的萌芽研究」 
（500万円／件） 

29年度以降 

「挑戦的研究」 
（500万円又は2,000万円／件） 

採択件数：約4,000件 
助成総額：約140億円 
 （間接経費込） 

※充足率58％ 

• 開拓（2,000万円／件） 

• 萌芽（500万円／件） 

採択件数：250件超【注】 
助成総額：約65億円 

※充足率100％ 

※充足率100％ 

拡充の必要性 

約1,100件約75億円 

※現行の「挑戦的萌芽研究」における採択 
    規模との関係上、多様な研究者からの 
    挑戦の機会が損なわれないように配慮 

【注】挑戦的研究（開拓）について、「中区分」（６５区分）を利用し、「総合審査方式」により審査を実施する。プレスクリーニングにより、各中区 
   分で３０件程度まで絞り込んだ場合、採択課題の質を重視するために「特別推進研究」や「基盤研究（Ｓ）」とほぼ同様の採択率（約１３％） 
   の水準を保つためには、１中区分あたり４件程度の採択が必要。全体としては、少なくとも４×６５＝２６０件程度の採択件数が必要。 

「挑戦的研究」の概算要求に向けた量的イメージ 
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若手研究者等の独立支援について 

○ 科研費の新規採択者のうち、ＰＩ（研究室を主宰する研究者）として独立しようとする者に対し、重点
支援を行う枠組みを創設する。 

 

１ 対象となるＰＩの認定は、一定の指針に基づき、所属機関の責任で行う。 

  ※ ＰＩとして該当する者の要件について今後検討 
 
２ 科研費の通常の内定・交付手続の後、当該枠組みへの応募を受け付け、所属機関の作成した「独立

基盤形成計画」を審査する。 
  ※ 計画に盛り込むことが期待される措置：十分な研究スペースや研究専念時間の確保、 

直接経費を充当することが困難な研究基盤の整備 
 
３  「独立基盤形成計画」が採択された場合、所属機関による当該計画の履行状況を確認の上、 

当該研究者へ追加交付する。 
 
４ 基金制度を活用し、制度の柔軟な運用を期する。 

  ※ 当該枠組みを導入する対象として、基金種目（「基盤研究（Ｃ）」、「若手研究（Ｂ）」）を想定。 
 

新制度のポイント 

（注）（PIの定義の例） 
①独立した研究課題と研究スペースを持つこと 
②研究グループを組織して研究を行っている場合は、そのグループの責任者であること 
③大学院生の指導に責任を持つこと 
④論文発表の責任者であること      など 

 （「基礎研究強化に向けて講ずべき長期的方策について―基礎研究を支えるシステムの改革―」（平成22年１月27日総合科学技術会議基本政策
専門調査会）より） 6 


